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平成２５年６月１４日

各都道府県介護保険主管部（局）長 殿

厚生労働省老健局介護保険計画課長

保険料賦課額の減額等に係る取扱いについて

介護保険制度の円滑な運営につきましては、平素より格別の御高配を賜り、

厚く御礼申し上げます。

介護保険料の賦課権に係る期間制限の取扱いについては、介護保険法（平成

９年法律第123号）に規定がないところであり、「保険料滞納者に対する保険給

付の制限等に係るＱ＆Ａ vol.３」問15（全国介護保険担当課長会議（平成14

年６月４日開催）資料No.２。参考１）でお示ししているところです。

このＱ＆Ａは、保険料を新規に（増額して）賦課する場合の取扱いを示した

ものですが、減額して賦課する場合にも同様に２年の期間制限を適用する取扱

いが多くの保険者で行われてきました。

今般、大阪高等裁判所の介護保険料減額更正請求事件判決（平成23年（行コ）

第30号）が確定したこと（参考２）を踏まえ、当面、下記のとおり取り扱うこ

ととしましたので、管内市町村等に周知を図るようよろしくお願いします。

記

１．保険料賦課額を減額する場合の取扱い

第１号被保険者の保険料賦課額については、地方税の課税標準の減額等が行

われた場合には、介護保険法第 200 条第１項に定める保険料を徴収する権利の

消滅時効の２年を超えて、遡って保険料賦課額を減額できる。なお、地方税の

課税標準又は税額を減少させる賦課決定は、地方税法第 17 条の５第４項の規

定により５年以内とされていることから、この場合は、５年程度遡った減額が

想定されることとなる。

２．保険料賦課額を新規に又は増額して賦課する場合の取扱い

保険料賦課額を新規に又は増額して賦課する場合については、上記のＱ＆Ａ

のとおり、保険料を徴収する権利の時効の２年まで遡って行うことができる。



参考１

全国介護保険担当課長会議（平成 14 年６月４日開催）資料 No.２（抜粋）

＜保険料滞納者に対する保険給付の制限等に係るＱ＆Ａ vol.３＞

（賦課権の期間制限について）

(問 15) 保険料の賦課権の期間制限は２年と解してよいか。また、賦課権

の期間が２年であれば、２年以上遡って資格取得を行った場合に

は、２年以上前の保険料は賦課することができないが、給付額減額

期間の算定の対象とはならないのか。

（回答）

保険料の徴収権は、２年の消滅時効が適用されるのに対し、徴収の前段階で

ある賦課決定や更正については、法律上、期間についての定めがなされていな

いが、賦課権についても、消滅時効の期間等に鑑み、２年の期間制限によるも

のと解される。

したがって、賦課期日現在に被保険者である場合には第１納期日の翌日から、

賦課期日時点で被保険者資格を取得していない場合には保険料を賦課するこ

とができるようになった日の翌日から、それぞれ２年以上経過した後は、当該

年度の保険料についての賦課権が存在しないため、そもそも保険料徴収権が発

生しておらず、給付額減額期間の算定の対象とはならない。



参考２

○確定した判決の概要

大阪高等裁判所 平成２３年８月３０日判決

平成２３年（行コ）第３０号 介護保険料減額更正請求控訴事件

控訴人（原審被告） 和歌山市

被控訴人（原審原告） 被保険者

１ 事案の概要

本件は、被控訴人が、処分行政庁から、平成１９年度の介護保険料を７万１４００

円とする賦課決定を受け、これを徴収されたが、平成２１年７月に平成１９年度の市

民税が非課税になった結果、所定の介護保険料は２万８５６０円になったと主張して、

控訴人に対し、行政事件訴訟法３７条の２に基づいて、原告の平成１９年度の介護保

険料を２万８５６０円に減額更正する処分の義務付けを求めた事案である。

２ 大阪高裁の判断（判決より抜粋）

「当裁判所も、処分行政庁が被控訴人に対し平成１９年度の介護保険料を４万２８

４０円に減額更正する処分をすべきであると判断するが、その理由は、原判決「事実

及び理由」第３に記載のとおりであるから、これを引用する。

（1） なお、控訴人は、原判決が、増額更正決定について２年の期間制限を認めなが

ら、減額更正について認めなかったのは、理論的一貫性を欠くと主張している。

確かに、更正決定を行う権限は、既に成立した保険料債権の額を確定するもの

であるのに対し、保険料の徴収権は、確定した保険料債務の履行を請求して収納

を図るものであるから、両者の性質は異なる。しかし、更正決定を行う権限のう

ち、増額更正については、新たに保険料を賦課して徴収する一連の手続の前提を

なし、増額更正処分とそれに基づく徴収権の行使とが相まって保険料請求権が実

現されるという密接な関係にある以上、介護保険料の徴収権の消滅時効の起算点

である「権利を行使することができる時」（介護保険法第２００条１項、地方自

治法２３６条２項、３項、民法１６６条１項）も前記増額更正処分が可能になっ

たときから、当該部分に関する保険料請求権も行使し得る状態にあるというべき

であるから、増額更正を行う権限と同一と考えるべきである。したがって、その

消滅時効が完成したならば、原判決も判示しているとおり、もはや増額更正部分

に関する保険料の徴収手続を採ることができない以上、増額更正処分を行ったと

しても、その目的を達することができないから、同処分については、除斥期間を

定める明文の規定がなくとも、徴収権の消滅時効の完成によりそれに関する増額

更正の権限も行使できなくなると解するのが相当である。

一方、減額更正処分は、原判決も判示するとおり、既に賦課された介護保険料

の納付義務の一部を取り消す処分であるから、新たに徴収権の行使が必要になる



参考２

ものではなく、徴収権の消滅時効の完成により、その目的を達することができな

くなるわけではない。また、減額更正処分により被保険者に発生する還付請求権

は、前記処分により初めて行使することができるのであるから、その消滅時効も

「権利を行使することができる時」（前掲各法条）である前記処分時から進行す

ると解すべきであって、この点も減額更正の権限の行使を妨げる事由とはならな

い。

したがって、増額更正処分と減額更正処分とは、処分の性質が異なる結果、徴収

権との関係性の有無も異なるのであるから、控訴人の前記主張は理由がないという

べきである。

さらに、控訴人は、法的安定の要請を主張しているが、和歌山市の介護保険料は

市民税の課税の有無によってその額を決定する仕組みになっている以上（本件条例

９条１項、本件政令３９条１項）、本件のように、その算定の基礎となる市民税の課

税の有無が変更された場合には、それに連動して介護保険料額も変更し得るとした

方が、前記各法条の趣旨に沿うとも解される上、原判決も判示するとおり、地方税

の減額更正は法定納期限の翌日から５年内に期間が制限されているから（地方税法

１７条の５第２項）、そのように解したとしても、無制限に遡って減額更正を義務付

けられる事態は生じないと解されるので、この点に関する控訴人の主張も採用でき

ない。」


